
２　特別定額給付金事務について

①この通知は、書面によりなされていますか。 ②また、番号１０の「大阪府自治体クラウド導入業務」については、覚書第１２条に従業員に対する監督・教
育の項目がありますが、この教育は実施されていますか。何らかの報告は受けていますか。覚書第１４条
の実地調査は、行われたことがありますか。

人権文化センター

実施していません（随意契約・地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号による。）

該当なし いずれも取得のない団体です。業者選定にあたって
は、事業の性質上、地域の実情に精通した団体に委
託することが望ましく、当該団体を選定しております。
また、当該団体は人権啓発の推進を掲げる団体であ
り、当然、個人情報の取扱いをはじめとしたプライバ
シー権の確保についても理解のある団体であると認
識しております。

政策企画課

特別定額給付金事務については、個人番号（マイナン
バー）を含む特定個人情報を用いない事務であり、委
託作業においても特定個人情報を取り扱うことがない
ことから、契約書にある特定個人情報を取り扱う者に
係る報告は受けておりません。

委託業務はシステムの改修作業のみであり、本人確
認書類や銀行口座番号を業者が取り扱うことはありま
せん。
　また、申請書等も含めて関係書類については、国の
補助金交付要綱において事業終了後５年間保存する
こととされており、保管方法等については他の文書と
同様、島本町文書取扱規程に基づき、書庫で保管す
ることとなります。

既存のシステムの改修作業のため、随意契約で契約
を締結しております。

該当なし Ｐマーク、ＩＳＭＳ認証取得。随意契約のため、特に考
慮はしていません。

総務・債権管理課

番号６、７及び１１の委託業務においては、特定個人
情報を取扱う事務を行っていないため、受注者からの
通知を受けておりません。それ以外の委託業務につ
いては、特定個人情報を取扱う事務を行っております
ので、受注者から通知を受けます。

当該項については、「受注者は、本件業務に従事する従業者（略）の範囲を明確にして発注者に報告した
上で、事務取扱担当者に対して必要かつ適切な監督・教育を行わなければならない。」とするものであるた
め、具体的な教育の実施等について報告を受けることに関しては、規定の対象外となりますので、個別の
報告を受けておりませんが、受注者の社内規程等に沿った対応が行われているものと考えます。なお、従
事する従業者の範囲等については、受注者から報告を受けております。
第１４条の実地調査については、当該業務が庁舎内で使用する各業務システムのデータをクラウドサービ
スを利用して保存・管理するものであり、クラウドサービスの拠点となるデータ管理センターについては、セ
キュリティ上の都合により、非公開となっております。そのため、データ管理センターへの実地調査はできま
せんが、庁舎内において必要機器の設置や回線工事等を行う際は、担当職員が立ち会う等して実施状況
等の確認を行っております。

番号４から１１については、入札による業者選定では
なく、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号の
規定に基づき、随意契約を締結しております。

該当なし Ｐマーク、ＩＳＭＳ認証取得。随意契約のため、特に考
慮はしていません。

福祉推進課

委託作業において、特定個人情報を取り扱うことがな
いことから、契約書にある特定個人情報を取り扱う者
に係る報告は受けておりません。

本事業は過去の「臨時福祉給付金」を踏襲しているも
ので、システム開発や人材派遣は、当時の知識や経
験を持った業者を選定することが事務効率等も向上
するため、随意契約で契約しています。

該当なし Ｐマーク、ＩＳＭＳ認証取得。随意契約のため、特に考
慮はしていません。

いきいき健康課

公募によるプロポーザル方式で選定した事業者と随
意契約を締結しました。

３事業者から応募がありました。 事業者の選定にあたり、Ｐマーク及びＩＳＭＳ認証の有
無は応募要件としていません。また、委託している事
業者はＰマーク及びＩＳＭＳ認証は持っていません。
　　なお、地域包括支援センターは個人情報を取り扱
うことから、個人情報の保護や管理に関する各事業者
の取組やマニュアル・方針の有無等を公募の中で確
認し、採点基準のひとつとして審査対象としました。

都市計画課

入札を実施しています。 ９社からの応札がありました。 仕様書において、Ｐマーク及びＩＳＭＳ認証の資格を有
していることを条件にしていました。

にぎわい創造課

【プレミアム付商品券販売換金等業務】
実施していません（随意契約・地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号による。）

【プレミアム付商品券取扱店募集等業務
実施していません（随意契約・地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第１号による。）】

該当なし 【プレミアム付商品券販売換金等業務】
Ｐマークのみ取得されています。

【プレミアム付商品券取扱店募集等業務】
Ｐマーク、ＩＳＭＳ認証とも受けられていませんが、独自
のプライバシーポリシーを作成されています。

環境課

入札を実施しています。 ６社からの応札がありました。 ６社のうちPマークのみ取得１社、PマークとISMS認証
取得１社。
入札に際し、それら認証等の確認は行っていません。
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質　　　問　　　事　　　項

１　富士通株式会社関西支社の個人情報の取扱いについて ３　業者選定について

「委託事務一覧」の３から１２までの受託業者は全て「富士通株式会社　関西支社」となっており、契約書は「・・・特定個人情報を取り扱う者の氏名その他必要な事
項を発注者に通知しなければならない。」という条項があります。
富士通株式会社は受注金額も大きく委託期間も長いため、本町の特定個人情報を多く取扱っているように思えます。個人情報の十分な保護と管理をされるようお
願いします。

給付金の支給にあたって、銀行口座番号や本人確認
書類の添付を求められていますが、これらを委託業者
は取り扱わないのですか。
また、町として、これらの書類は今後どのように処置さ
れるのでしょうか。
事務終了後、直ちに破棄されるのでしょうか、一定期
間保管されるのでしょうか。保管される場合は、どのよ
うな方法・期間で管理されるのでしょうか。

①各事業における業者選定にあたり、入札等が実施
されていますか。

②実施されている場合は、応札業者数を回答願いま
す。

③各事業者のＰマーク（※）取得状況やＩＳＭＳ認証
（※）の有無と、業者選定にあたりそれらを考慮されま
したか。

別 紙


